
令和５年度ふじのくにＮＰＯ活動支援センター運営業務委託

企画提案募集に関する質問への回答

質問 回答

１

重点業務について、デジタル田園都市国

家構想交付金は本業務の中で独立してい

ると考えられますが、予算作成のために

6,558,000 円の算定基準(見積根拠)をおし

えてください。

（記載書類名：企画提案募集要項 ペー

ジ：１）

仕様書第５の２の重点業務は以下のとお

り想定していますが、仕様書の内容を実

施するために、これ以外の方法で、より

効果的な方法があれば、それを提案して

ください。

(1)ＮＰＯの広域ネットワーク化支援

①中核的ＮＰＯへの事前ヒアリング（３

団体）

②交流会（３回：各テーマ１回ずつ）

③中核的ＮＰＯの伴走支援（３団体）

④ネットワーク形成後の全体交流会（１

回）

(2)若者・移住者のＮＰＯ参画支援

【ア 主体的に取り組む若者等を対象】

①ワークショップ（全５回：20 人想定）

②ワークショップ修了生によるプロジェ

クトの伴走支援（５プロジェクト：各

プロジェクト４人想定）

【イ 既存ＮＰＯの活動への参加を希望

する若者等を対象】

①若者等を受け入れる既存ＮＰＯ向けの

ボランティア・マネジメント講座（６

回：全３回×２会場）

②講座修了したＮＰＯと若者等のマッチ

ング（ＮＰＯ10 団体）

③マッチング後の伴走支援（10 プロジェ

クト：各ＮＰＯにつき１プロジェクト

を想定）

【ア、イ共通】

①成果報告会（１回）

２

重点業務の予算決定が年度末になると人

員の確保などに支障が出てきますが、国

の予算が取れなかった場合の救済措置は

ありますか？

重点業務の契約は 6月頃（？）というこ

重点業務について、デジタル田園都市国

家構想交付金に係る国の決定内容によっ

ては、業務内容を変更する場合や委託し

ない場合があります。県として財源獲得

の努力をしていきますが、質問に回答す



とですが、少なくとも契約前の４，５月

は基本契約で事業実施ということになり

ます。企画提案書の運営体制は基本業務

と重点業務を含めたものになっていま

す。基本業務と重点業務は関連性の深い

ものも多く、単純に別途新規職員を雇用

するには研修等準備を必要としているか

らです。運営体制も分けて作成すべきで

しょうか？

（記載書類名：令和５年度ふじのくにＮ

ＰＯ活動支援センター運営業務委

託企画提案募集要項 2契約限度額（2）重

点業務 ページ： １

企画提案書 4．運営体制 ）

る現時点では、重点業務の内容を変更す

る可能性や委託しない可能性を否定でき

ないことから、基本業務のみで年間を通

じて運営していただくこともあり得るこ

とを御承知ください。

運営体制は、基本業務と重点業務を分け

て作成する必要はありませんが、どの職

員が重点業務を担当するのか分かるよう

にしてください。

３

重点業務「若者・移住者のＮＰＯ参画支

援」の活動指標について、上記の予算と

も関連があるかもしれませんが、若者・

移住者に限定している意図、15 件という

活動指標はどのようなものを想定してい

ますか？

（記載書類名：仕様書(案) ページ：４）

若者・移住者に限定している理由は、重

点業務の財源として、県が国にデジタル

田園都市国家構想交付金の交付を申請す

るとき、若者・子育て世代の移住定住を

テーマにする予定であるためです。

活動指標の「若者等の主体的プロジェク

ト数と若者等とＮＰＯとのマッチング数

の合計 15 件」については、主体的に取り

組む若者等によるプロジェクト５件及び

既存ＮＰＯの活動に若者等が参加するプ

ロジェクト 10 件の合計 15 件を想定して

います。詳細は、回答１を御覧くださ

い。ただし、合計が 15 件であれば内訳は

変更可能です。

４

役員名簿について、役員名簿の書式は任

意だと思いますが、個人情報である住所

記載も必要ですか？

（記載書類名：令和５年度ふじのくにＮ

ＰＯ活動支援センター運営業務委託企画

提案募集要項 ４ 企画提案等の手続

（３）企画提案書等の作成と提出 ペー

ジ：３）

氏名だけでは個人が特定できないため、

役員名簿には、役員の役職、氏名及び住

所を記載してください。


